
総合安全保障研究科前期課程第２１期学生 

選抜筆記試験問題 

 

国際関係論 
 

次の２問に答えよ。 

 

問１ 経済制裁の効果について、冷戦後の事例を挙げて述べなさい。 

 

 

問２ 米国のアジア諸国に対する同盟関係のあり方について、国際政治の理論的枠組み

を用いて説明しなさい。 

 

国際政治史 
 

次の２問に答えよ。 

 

問１ 戦間期（1919～1939）の国際社会を説明するときに「ヴェルサイユ体制」と「ワ 

シントン体制」という語がしばしば使用される。「体制」としてこれら二つにはど 

のような異同があったのかを構造的・歴史的視点から分析せよ。解答にあたっては 

「体制」という語の定義、規範、アクターの考察を必ず含ませること。 

 

 

問２ 沖縄返還の実現が日米両国を含む関係各国の安全保障政策に与えた影響について

論じなさい。 

 

公共経済学 
次の２問に答えよ。 

 

問１ 冷戦後の NATO（北大西洋条約機構）加盟国間のバーデン・シェアリング

（burden sharing）について、公共経済学の観点から論じなさい。 

 

 

問２ 近年、グローバルな経済格差が拡大しているとの指摘が多くなされている。こう

した経済格差が拡大するメカニズムとしては、どのようなものが考えられているか。

また、これ以上の格差の拡大を止めるべきだとするならば、それにはどのような政

策的手段がありうるか。理論的に論じなさい。 

 



憲   法 
 

次の２問に答えよ。 

 

問１ 緊急事態条項を日本国憲法に導入すべきとする意見がある一方、これは立憲体制

の破壊につながるとする意見もある。立憲体制における緊急事態条項の意義につい

て、論じなさい。 

 

 

問２ 自衛隊法など安全保障関連法制における武器使用の諸規定と日本国憲法第９条と

の関係について、武器使用規定には、複数の類型のものがあることを踏まえて、解

説しなさい。 

 

国 際 法 
 

次の２問に答えよ。 

 

問１ 紛争の平和的解決における仲裁裁判の意義について論じなさい。 

 

 

問２ 集団殺害犯罪への対応として国際法上とりうる措置について、少なくとも２

つの異なる態様を挙げつつ具体的に論じなさい。 

 

組織管理論 
 

次の２問に答えよ。 

 

問１ 日本の雇用制度の問題点および改善策について、以下のキーワードを用いてあな

たの考えを論述しなさい。論述にあたっては、具体例や根拠を挙げつつ、平易な文

章で論理的に述べること。 

  キーワード：「少子高齢化」「労働力不足」「長時間労働」「労働生産性」 

「雇用の流動性」 

 

 

問２ 「見えない構造」と呼ばれる組織文化について。組織文化の構造を説明したのち、

それが当該組織に対して果たす機能と逆機能について具体例を用いながら論述しな

さい。 

 

 



行 政 学 
 

次の２問に答えよ。 

 

問１ 日本の地方政治の制度的特徴について、執政制度、選挙制度の２つの側面から論

じなさい。 

 

 

問２ 選挙以外に住民の政治参加を保障する制度としてわが国にはどのようなものがあ

るか、それらの意義や問題点にも触れながら、説明しなさい。 

 


